
（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

人件費（特別職・一般職・非常勤） 使用料（有料道路）
人件費（会計年度任用職員） 使用料（例規システム）
旅費（職員旅費、通勤手当） 賃借料（住宅借上）
消耗品費（例規集加除・追録ほか） 使用料及び賃借料（その他）
印刷製本費（封筒等印刷代） 負担金（西部広域）
通信運搬費（電話、郵送料） 負担金（県町村会）
手数料（弁護士相談ほか） 負担金（西部町村会）
保険料（総合賠償補償保険料） 負担金（職員研修）
委託料（職員健康診断） 負担金（職員衛生管理）
委託料（マイクロバス運転業務） 負担金（その他）
委託料（その他） 補助金（集落コミュニティ）

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 5 総務管理費 1 一般管理費

事業名 2 一般管理費（一般）

総合計画の位置づけ 31　地域住民の思いや力を発揮できる環境をつくろう
所信表明「五本柱」の位置づけ ４．安心で快適なまちづくり

根拠法令・
要綱等 大山町自治会の基準及び補助金交付に関する要綱等

個別計画

事業
概要

総務関係の一般管理に関する事務及び職員研修・安全衛生・厚生など職員に関する事務を行う。・職員人件
費は、特別職2名、一般職12名(うち派遣職員2名、R716名)、会計年度任用職員(フルタイム1名、パートタイ
ム2名)・職員に関する経費(職員研修、職員安全衛生、職員厚生)・例規集の加除及び例規システムの維持管
理・本庁舎等の電話・後納郵便・宅急便料金・職員健康診断委託料、マイクロバス運転業務に係る委託料、産
業医委託料ほか各種業務委託料・派遣職員の住宅借上料、有料道路の通行に係る通行料金、被災者支援
システム使用料ほか各種使用料及び賃借料・各種団体への負担金・自治会・集落への区長文書配布、補助金

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

(           )
100%

(  70% )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

144,850千円 286千円
23,095千円 792千円

691千円 2,280千円
5,902千円 1,091千円
1,100千円 21,619千円
5,653千円 640千円

251千円 6,916千円
1,361千円 2,318千円
2,002千円 2,555千円
1,347千円 1,144千円
2,178千円 10,950千円

区分

事業費 236,152 239,021 2,869 権限移譲事務交付金 3,000

国庫支出金 0 0 0 過疎債（ソフト事業
分） 10,900

県支出金 1,200 3,718 2,518 特定寄附金 638

地方債 11,000 10,900 △ 100 保険取扱手数料、市町
村職員研修助成金 524

その他 1,854 1,909 55 各種配布委託金 718

一般財源 222,098 222,494 396 総務課雑入 747

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 5 総務管理費 1 一般管理費

事業名 2 一般管理費（一般）

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
職員、集落 　集落等の地縁に基づき、地域住民の共同の福祉を推進するこ

とを目的として形成された自治会等に対して、自治の振興及び
行政事務の効率化を図り、本町の健全な発展を期する。

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

集落コミュニティ活動補助金件数 集落 164 164 164 165 165

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

存続集落数 集落 164 164 164 165 165

追加・
変更に
ついて

参考
資料

※任意

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

消耗品費　84千円 使用料及び賃借料　1,244千円
光熱水費　564千円 　電波利用料　557千円
修繕料　99千円 　施設用地借上料　27千円
通信運搬費　32千円 　住民配信システム使用料　660千円
手数料　1,225千円 負担金　2,171千円
　戸別受信機設置他　1,202千円　 　整備経費　1,307千円
　第三級陸上特殊無線技士養成講習会　23千円 　保守経費　　 864千円
保険料　37千円
点検委託料　3,751千円

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 5 総務管理費 1 一般管理費

事業名 3 防災行政無線管理事業

総合計画の位置づけ 24　安定した情報通信環境を維持しよう
所信表明「五本柱」の位置づけ ４．安心で快適なまちづくり

根拠法令・
要綱等 電波法、大山町防災行政無線施設条例、大山町防災行政無線施設規則

個別計画

事業
概要

町防災行政無線の適正運用と維持管理及び県防災無線の整備・保守経費

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

区分

事業費 7,373 9,207 1,834

国庫支出金 0 0 0

県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 7,373 9,207 1,834

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 5 総務管理費 1 一般管理費

事業名 3 防災行政無線管理事業

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
全住民に対して緊急情報や町からの連絡情報
の発信を行う。

有事発生時に住民の生命財産を守るため緊急情報の発信をす
る。平常時は町からの連絡情報の発信を円滑にし住民福祉の
増進文化の向上に資する。

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

戸別受信機電池交換等広報誌掲載 回 1 1 1 1 1

防災放送アプリ周知広報誌掲載 回 1 1 1 1 1

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

防災放送アプリの普及件数 件 0 100 120 140 160

追加・
変更に
ついて

定住促進子育て住宅36世帯分の戸別受信機設置手数料追加

参考
資料

※任意

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

消耗品費
　カウンター料、トナー代　52台分

使用料及び賃借料　50台分
　複合機借上料

うち高速カラー複合機(ふるさと納税事業移管分)
1,912千円

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 5 総務管理費 1 一般管理費

事業名 1125 複合機管理事業

総合計画の位置づけ 考え方４　質の高い行財政運営
所信表明「五本柱」の位置づけ

根拠法令・
要綱等

個別計画

事業
概要

各所属に配置してある複合機の運用。

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

10,703千円

2,387千円

区分

事業費 10,976 13,090 2,114

国庫支出金 0 0 0

県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 10,976 13,090 2,114

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 5 総務管理費 1 一般管理費

事業名 1125 複合機管理事業

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
行政サービス 安定した住民サービスを提供する。

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

カラーコピーの割合減 ％ 10 20 30

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

追加・
変更に
ついて

・本庁印刷室に高速カラー複合機（紙折、パンチ機能付き）の配置を行い、よりよい住民サービスを提供する。

参考
資料

※任意

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

【木造住宅耐震診断委託料】 ⑤ブロック塀撤去（不特定）
　199,100円×10件＝1,991,000円 　225,000円×2/3×2件＝300,000円
【震災に強いまちづくり促進事業補助金】 ⑥ブロック塀改修（不特定）
①耐震診断（有料） 　300,000円×1/3×2件＝200,000円
　199,100円×2/3×1戸≒132,000円
②改修設計 【委託料】
　320,000円×1/2×6件＝960,000円 　木造住宅耐震診断委託料
③耐震改修 【補助金】
　1,750,000円×4/5×6戸＝8,400,000円 　震災に強いまちづくり促進事業補助金
④除却
　4,253,000円×23%×1件≒978,000円

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 5 総務管理費 1 一般管理費

事業名 1229 震災に強いまちづくり促進事業

総合計画の位置づけ 26　みんなが地域に気を配り「もしも」に備えよう
所信表明「五本柱」の位置づけ ４．安心で快適なまちづくり

根拠法令・
要綱等

大山町震災に強いまちづくり促進事業補助金交付要綱
大山町木造住宅耐震診断事業実施要綱

個別計画 大山町耐震改修促進計画

事業
概要

住宅、建築物、の耐震診断、設計、耐震改修及び住宅及び建築物の建替並びに不特定多数の者が通行
する危険ブロック塀の撤去・改修を促進することにより、これらの安全性の向上を図るために補助金を交付す
る。

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

1,991 千円

10,970 千円

区分

事業費 2,702 12,961 10,259

国庫支出金 591 5,164 4,573 社会資本整備総合交付金 5,164 (34%,23
%,2/5,23/
70,11.5%,
1/3,1/6)県支出金 374 3,890 3,516

地方債 0 0 0 震災に強いまちづくり促
進事業補助金 3,890 (33%,21.

8%,1/4,1/
5,33/140,
5.75%,1/
6,1/12)

その他 0 0 0

一般財源 1,737 3,907 2,170

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 5 総務管理費 1 一般管理費

事業名 1229 震災に強いまちづくり促進事業

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
耐震診断を実施される住宅及び建築物の所
有者や、耐震改修設計・耐震改修工事・除
却を実施される一戸建て住宅の所有者

地震などの災害から町民の方の生命・財産を守るために住宅・
建築物の耐震化を支援する。

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

耐震診断・設計・改修・除却 件 4 10 10 10 10

ブロック塀の除却・改修 件 2 4 4 4 4

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

住宅の耐震化率 ％ 60 65 70 75 80

追加・
変更に
ついて

参考
資料

※任意

令和５年度
・有料診断　1件
・ブロック塀撤去改修　2件

令和６年度実績
・無料診断　　　　4件
・ブロック塀撤去　2件

令和7年度実績
・無料診断　8件
・有料診断　1件
・改修設計　1件
・耐震改修　2件
・建替　　　　1件

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

【負担金補助及び交付金】
放送施設整備費補助金　　　　　　　　　1,015千円
　上高田集落　無線放送システム　815千円
　その他　200千円

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 5 総務管理費 2 文書広報費

事業名 4 文書広報費（一般）

総合計画の位置づけ 24　安定した情報通信環境を維持しよう
所信表明「五本柱」の位置づけ ４．安心で快適なまちづくり

根拠法令・
要綱等 放送施設整備費補助金要綱

個別計画

事業
概要

各集落所有の部落放送設備の新設・修繕費用のうち、補助対象経費から２万円を除した額の１／２の額
を補助する。

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

区分

事業費 396 1,015 619

国庫支出金 0 0 0

県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 396 1,015 619

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 5 総務管理費 2 文書広報費

事業名 4 文書広報費（一般）

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
自治会および集落 地域住民の連帯意識の向上及び自主活動の促進を図る

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

記入不可能

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

記入不可能

追加・
変更に
ついて

参考
資料

※任意

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

【需用費】 【備品購入費】
　消耗品費　963千円 　公用車購入　1,412千円
　　うちAED使い捨てパッド　863千円 【公課費】
　燃料費　1,920千円 　公用車重量税　127千円
　修繕料　1,514千円
【役務費】
　手数料　102千円
　保険料　428千円
【使用料及び賃貸料】
　公用車リース料　403千円
　公用車管理システム使用料　475千円

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 5 総務管理費 5 財産管理費

事業名 8 財産管理費（一般）

総合計画の位置づけ 考え方４　質の高い行財政運営
所信表明「五本柱」の位置づけ

根拠法令・
要綱等

個別計画

事業
概要

・総務課所管公用車の適正管理を行う。町バス１台、公用車9台（うちリース車1台）
・町バス及び公用車の燃料代、タイヤ等の消耗品代、リース料、自賠責保険料、重量税、車検（点検）修
繕料、公有自動車共済分担金の費用の支払い。・ステラ(2334)に、不具合が発生しており、修理箇所が
多数存在するため廃車を行い、代わりとなる新車(軽トラ)を購入する。
・公用車管理システムを導入し、車検日管理、車両予約、日報、アルコールチェックの効率化を行う。

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

区分

事業費 4,101 7,344 3,243 町村有物件災害共済
金（自動車） 1

国庫支出金 0 0 0

県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 1 1 0

一般財源 4,100 7,343 3,243

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 5 総務管理費 5 財産管理費

事業名 8 財産管理費（一般）

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
職員 公用車の適正管理を行う。

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

追加・
変更に
ついて

参考
資料

※任意

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

【需用費】 　清掃業務　314千円
　消耗品費　300千円 　本庁舎警備委託　317千円
　光熱水費　7,530千円 　エレベーター保守　1,056千円
　修繕料（施設510、備品100）　610千円 　デマンド管理業務　42千円
【役務費】 　宿日直業務　4,764千円
　手数料　493千円 【使用料及び賃借料】
　保険料　162千円 　テレビ視聴料　95千円
【委託料】 　電話システムリース料　2,258千円
　電気工作物保安業務　338千円 　EMSシステム通信費　80千円
　消防設備保守点検　99千円 【備品購入費】
　冷暖房保守点検　565千円 　庁舎備品　100千円

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 5 総務管理費 5 財産管理費

事業名 1205 本庁舎管理事業

総合計画の位置づけ 考え方４　質の高い行財政運営
所信表明「五本柱」の位置づけ

根拠法令・
要綱等

個別計画

事業
概要

本庁舎の維持管理を行う。

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

区分

事業費 18,484 19,123 639 町村有物件災害共済
金（建物） 1

国庫支出金 0 0 0 駐車場料金 50

県支出金 0 0 0 総務課雑入 180

地方債 0 0 0 総合戦略課雑入 60

その他 3,745 291 △ 3,454

一般財源 14,739 18,832 4,093

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 5 総務管理費 5 財産管理費

事業名 1205 本庁舎管理事業

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
町民、職員 本庁舎の維持管理を行う

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

追加・
変更に
ついて

参考
資料

※任意

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

公平委員会委託料　21千円

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 5 総務管理費 8 公平委員会費

事業名 29 公平委員会費（一般）

総合計画の位置づけ 考え方５　信頼される行政の実現
所信表明「五本柱」の位置づけ

根拠法令・
要綱等

個別計画

事業
概要

　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、判定し、及び必要な措置を執
る。職員に対する不利益処分についての審査請求に対する裁決をする。職員の苦情を処理する事務を鳥取
県公平委員会に委託するもの。

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

区分

事業費 21 21 0

国庫支出金 0 0 0

県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 21 21 0

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 5 総務管理費 8 公平委員会費

事業名 29 公平委員会費（一般）

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

追加・
変更に
ついて

参考
資料

※任意

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

消耗品費 委託料
　プリンタートナーなど 　各種システム導入及び運用

　自治体情報システム標準化
修繕料 　鳥取情報ハイウェイ機器更新
　パソコン・周辺機器等修繕料

使用料及び賃借料
役務費 　ガバメントクラウド、セキュリティ対策
　パソコン・周辺機器等廃棄（データ消去含む）

負担金補助及び交付金
　中間サーバー・プラットフォーム負担金

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 5 総務管理費 9 電子計算費

事業名 30 電子計算費（一般）

総合計画の位置づけ 考え方２　情報発信の強化・デジタル化の推進
所信表明「五本柱」の位置づけ ４．安心で快適なまちづくり

根拠法令・
要綱等 地方公共団体情報システムの標準化に関する法律、デジタル手続法

個別計画 大山町セキュリティポリシー

事業
概要

住民サービスの継続性を確保するとともに、利便性の向上を図る。
また、行政事務の効率化を図り住民にとっても職員にとってもより良いサービスを提供する。

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

(           )

(           )
2/3

(           )

(           )
100%

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

1,000千円 147,924千円

200千円

81,741千円
99千円

3,169千円

区分

事業費 264,228 234,133 △ 30,095

国庫支出金 4,333 201 △ 4,132 年金生活者支援給付
金支給業務負担金 113

県支出金 0 0 0 感染症予防事業費等
国庫補助金 88

地方債 0 0 0

その他 137,487 64,872 △ 72,615 デジタル基盤改革支援
補助金 64,872

一般財源 122,408 169,060 46,652

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 5 総務管理費 9 電子計算費

事業名 30 電子計算費（一般）

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
職員、住民 住民サービスの継続性を図り、併せて利便性の向上を推進す

る。また、行政事務の効率化を推進する。

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

職員研修 回 2 2 3 3 3

電子申請様式数 様式 - - 30 40 50

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

追加・
変更に
ついて

・自治体情報システム標準化（令和6年～8年度）
・鳥取情報ハイウェイ機器更新

参考
資料

※任意

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

委託料
　個別ＧＩＳの統合型ＧＩＳへの移行業務委託料
　　道路台帳・道路関連データ搭載　1,331千円
　　地籍図・地番図データ搭載　471千円

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 5 総務管理費 9 電子計算費

事業名 1618 新しい地方経済・生活環境創生交付金事業（デジタル実装型）

総合計画の位置づけ 考え方２　情報発信の強化・デジタル化の推進
所信表明「五本柱」の位置づけ ５．行財政改革の継続

根拠法令・
要綱等

個別計画

事業
概要

令和7年度に鳥取県及び県内市町村で共同調達を行った『統合型ＧＩＳ』へ本町が個別で管理している
ＧＩＳ（地籍、道路）を移行する。
統合型ＧＩＳへの移行により、住民への公開を行い利便性の向上を図るとともに、事務の効率化を行う。

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

(           )
50%

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

1,802千円

区分

事業費 0 1,802 1,802

国庫支出金 0 900 900 地域未来交付金デジタル実装型 900

県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 0 902 902

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 5 総務管理費 9 電子計算費

事業名 1618 新しい地方経済・生活環境創生交付金事業（デジタル実装型）

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
住民、職員

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

追加・
変更に
ついて

参考
資料

※任意

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

【需用費】 【使用料及び賃借料】
　燃料費（局舎用自家発燃料代） 　自営柱土地借地料
　光熱水費（センター等電気代） 　共架柱使用料
　修繕料（伝送路） 　ライセンス使用料
【役務費】
　手数料（共架電柱強度計算）
　保険料（情報通信施設）
【委託料】
　情報通信施設保守
　伝送路支障移転等
　局舎自家発電装置保安管理業務

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 5 総務管理費 14 情報通信費

事業名 11 情報通信事業

総合計画の位置づけ 24　安定した情報通信環境を維持しよう
所信表明「五本柱」の位置づけ １．経済と産業の発展

根拠法令・
要綱等 大山町光ファイバーネットワーク施設の設置及び管理に関する条例　ほか

個別計画

事業
概要

映像及び通信信号を光ファイバーケーブルを介して利用者（町民、町内事業者）に届け、テレビ及びイン
ターネットサービスが利用できる環境を維持するもの。

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

8千円 616千円
2,400千円 11,965千円

600千円 2,786千円

9千円
1,417千円

42,631千円
24,552千円

111千円

区分

事業費 85,631 87,095 1,464 引込工事負担金 900

国庫支出金 0 0 0 情報通信芯線等使用
料 1,197

県支出金 0 0 0 情報通信施設貸付収
入 16,014

地方債 0 0 0 株配当金 150

その他 18,838 18,261 △ 577

一般財源 66,793 68,834 2,041

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 5 総務管理費 14 情報通信費

事業名 11 情報通信事業

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
町民、町内事業者 映像及び通信信号を光ファイバーケーブルを介して利用者（町

民、町内事業者）に届け、テレビ及びインターネットサービスが利
用できる環境を維持するため。

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

記入不可能

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

記入不可能

追加・
変更に
ついて

参考
資料

※任意

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

固定資産評価審査委員会委員
会　長　5,000円×1人×1回＝5,000円
委　員　4,700円×2人×1回＝9,400円

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 10 徴税費 1 税務総務費

事業名 45 税務総務費（一般）

総合計画の位置づけ 考え方５　信頼される行政の実現
所信表明「五本柱」の位置づけ

根拠法令・
要綱等 大山町固定資産評価審査委員会条例

個別計画

事業
概要

　町長とは独立した中立的・専門的な立場から固定資産課税台帳に登録された事項に関する不服の審査
及び決定その他の事務を行う。固定資産評価審査委員会を開催する際の委員報酬。

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

区分

事業費 15 15 0

国庫支出金 0 0 0

県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 15 15 0

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 10 徴税費 1 税務総務費

事業名 45 税務総務費（一般）

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
住民 固定資産課税台帳に登録された事項に関する不服の審査及び

決定その他の事務を行う

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

追加・
変更に
ついて

参考
資料

※任意

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

【報酬】非常勤特別職報酬
　選管委員会委員報酬　96千円
【需用費】消耗品費
　選挙関係図書追録代　144千円
【役務費】通信運搬費
　在外選挙人名簿登録抹消郵送料　2千円
　その他一般郵送料　5千円

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 20 選挙費 1 選挙管理委員会費

事業名 48 選挙管理委員会費

総合計画の位置づけ 31　地域住民の思いや力を発揮できる環境をつくろう
所信表明「五本柱」の位置づけ ４．安心で快適なまちづくり

根拠法令・
要綱等 公職選挙法

個別計画

事業
概要

・選挙管理委員会の開催その他選挙全般に関する事務を円滑に行う。

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

区分

事業費 213 247 34 在外選挙人名簿登録
事務交付金 2

国庫支出金 0 0 0

県支出金 2 2 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 211 245 34

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 20 選挙費 1 選挙管理委員会費

事業名 48 選挙管理委員会費

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
選挙管理委員会 選挙管理委員会の開催その他選挙全般に関する事務を円滑に

行うため。

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

追加・
変更に
ついて

参考
資料

※任意

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

【報償費】
　明るい選挙推進協議会委員謝礼　57千円
【負担金】
　鳥取県明推協連合会負担金　4千円

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 20 選挙費 2 選挙啓発費

事業名 49 選挙啓発費

総合計画の位置づけ 31　地域住民の思いや力を発揮できる環境をつくろう
所信表明「五本柱」の位置づけ ４．安心で快適なまちづくり

根拠法令・
要綱等 公職選挙法

個別計画

事業
概要

明るい選挙推進に関する啓発活動等を行う。

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

区分

事業費 72 61 △ 11

国庫支出金 0 0 0

県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 72 61 △ 11

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 20 選挙費 2 選挙啓発費

事業名 49 選挙啓発費

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
町民 明るい選挙推進に関する啓発活動等を進めていくため。

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

追加・
変更に
ついて

参考
資料

※任意

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

【報酬】 【需用費】
　非常勤特別報酬　1,285千円 　消耗品費　500千円
　会計年度任用職員報酬　242千円 　食糧費　152千円
【職員給与】　会計年度任用職員給料　221千円 　印刷製本費　400千円
【職員手当等】 【役務費】
　時間外勤務手当　1,996千円 　通信運搬費　2,283千円
　管理職特別勤務手当　510千円 【委託費】
【共済費】 　ポスター掲示板作成委託　3,103千円
　共済組合負担金　70千円 　ポスター掲示場設置等委託　925千円
　互助会負担金　1千円 【備品購入費】　備品購入費　100千円
【旅費】　費用弁償　5千円 　

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 20 選挙費 6 県知事・県議会議員選挙費

事業名 621 県知事・県議会議員選挙費

総合計画の位置づけ 31　地域住民の思いや力を発揮できる環境をつくろう
所信表明「五本柱」の位置づけ ４．安心で快適なまちづくり

根拠法令・
要綱等 公職選挙法

個別計画

事業
概要

令和9年4月に予定されている鳥取県知事及び県議会議員の任期満了に伴う選挙の円滑に執行する。
任期満了日（知事：令和9年4月12日、県議：令和9年4月29日）
想定日（知事告示日：令和9年3月19日、県議告示日：令和9年3月27日、投開票日：令和9年4
月5日）

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

10/10
(           )

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

区分

事業費 0 11,791 11,791 県知事・県議会議員選
挙委託金 11,791

国庫支出金 0 0 0

県支出金 0 11,791 11,791

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 0 0 0

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 20 選挙費 6 県知事・県議会議員選挙費

事業名 621 県知事・県議会議員選挙費

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
町民、候補者 令和9年4月に予定されている鳥取県知事及び県議会議員の

任期満了に伴う選挙の円滑に執行するため。

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

追加・
変更に
ついて

参考
資料

※任意

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

【報酬】 【負担金】
　非常勤特別職報酬　506千円 　不在者投票事務取扱負担金　22千円
【職員手当等】
　時間外勤務手当等　1,080千円
【需用費】
　消耗品費　618千円
　食糧費　98千円
　印刷製本費　400千円
【役務費】
　通信運搬費　370千円

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 20 選挙費 14 町財産区議会議員選挙費

事業名 685 町財産区議会議員選挙費

総合計画の位置づけ 31　地域住民の思いや力を発揮できる環境をつくろう
所信表明「五本柱」の位置づけ ４．安心で快適なまちづくり

根拠法令・
要綱等 公職選挙法

個別計画

事業
概要

4財産区議会議員の任期満了に伴う通常選挙を円滑に執行する。
任期満了日：令和8年7月30日

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

10/10
(           )

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

区分

事業費 0 3,094 3,094 町財産区議会議員選
挙負担金 3,094

国庫支出金 0 0 0

県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 3,094 3,094

一般財源 0 0 0

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

10 総務費 20 選挙費 14 町財産区議会議員選挙費

事業名 685 町財産区議会議員選挙費

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
町民、候補者 4財産区議会議員の任期満了に伴う通常選挙を円滑に執行す

るため。

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

追加・
変更に
ついて

参考
資料

※任意

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

需用費
印刷製本費　11千円

役務費
通信運搬費　12千円

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

15 民生費 5 社会福祉費 1 社会福祉総務費

事業名 563 自衛官募集事業

総合計画の位置づけ 10　若者や女性も働きたくなる仕事を増やそう
所信表明「五本柱」の位置づけ ４．安心で快適なまちづくり

根拠法令・
要綱等 自衛隊法第97条第1項、第3項、自衛隊法施行令第114条～第120条

個別計画

事業
概要

自衛官及び自衛官候補生の募集事務

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

区分

事業費 24 24 0 自衛官募集事務委託
金 23

国庫支出金 23 23 0

県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 1 1 0

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

15 民生費 5 社会福祉費 1 社会福祉総務費

事業名 563 自衛官募集事業

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
各種自衛官の採用適齢者や入隊希望者 国の防衛や災害支援を行う人材を輩出する。

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

自衛官募集広報誌掲載 回 2 2 2 2 2

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

自衛隊入隊者 人 1 1 1 1 1

追加・
変更に
ついて

参考
資料

※任意

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

【寄付金】
　鳥取県被災地住宅再建支援基金拠出金

1,307千円

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

15 民生費 15 災害救助費 1 災害救助費

事業名 147 鳥取県被災地住宅再建支援基金事業

総合計画の位置づけ 26　みんなが地域に気を配り「もしも」に備えよう
所信表明「五本柱」の位置づけ ４．安心で快適なまちづくり

根拠法令・
要綱等 大山町被災者住宅再建等支援条例

個別計画

事業
概要

指定自然災害により、住宅に著しい被害を受けた地域において、県及び市町村が相互扶助の観点から拠出
した基金を活用して給付金を交付するもの。基金積立額の目標が20億円から23億円に引き上げられたた
め、令和８年度、9年度に再度拠出する。

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

区分

事業費 0 1,307 1,307

国庫支出金 0 0 0

県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 0 1,307 1,307

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

15 民生費 15 災害救助費 1 災害救助費

事業名 147 鳥取県被災地住宅再建支援基金事業

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
県（町民） 事業概要のとおり。

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

記入不可能

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

記入不可能

追加・
変更に
ついて

参考
資料

※任意

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

【補助金及び交付金】 【一部損壊（10％以上20％未満）】
　被災者住宅再建等支援金 × 件

【扶助費】 【一部損壊（5％以上10％未満）】
　被災者住宅修繕促進支援金 × 件

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

15 民生費 15 災害救助費 1 災害救助費

事業名 1643 島根県東部地震支援事業

総合計画の位置づけ 26　みんなが地域に気を配り「もしも」に備えよう
所信表明「五本柱」の位置づけ ４．安心で快適なまちづくり

根拠法令・
要綱等

鳥取県被災者住宅再建等支援条例・鳥取県被災者住宅再建等支援事業費補助金交付要綱
大山町被災者住宅再建等支援条例・大山町被災者住宅再建等支援金交付要綱・大山町被災者住宅

個別計画

事業
概要

地震発生の前日において、生活の本拠としていた住宅の所有者、所有者の3親等以内の親族、賃借人その
他これらに準ずる者として町長が定めた者に対し、被害割合に応じて被災者住宅再建等支援金又は被災
者住宅修繕促進支援金を交付する。

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

(           )

(           )
9/10

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

300 千円 300 千円 1

500 千円 50 千円 10

区分

事業費 0 800 800

国庫支出金 0 0 0

県支出金 0 720 720 鳥取県被災者住宅再建等支援金
鳥取県被災者住宅修繕促進支援金

270
450

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 0 80 80

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

15 民生費 15 災害救助費 1 災害救助費

事業名 1643 島根県東部地震支援事業

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
令和8年1月6日島根県東部を震源とする地
震により被害を受けた住宅所有者等

指定自然災害により住宅に著しい被害を受けた者に、被災者住宅再
建等支援金又は被災者住宅修繕促進支援金を交付することにより、
町が活力を失うことなく力強い復興をすることを促進し、もって地域の維
持と再生を図る。

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

被災者住宅再建等支援金 件 0 1 1 0 0

被災者住宅修繕促進支援金 件 0 15 10 0 0

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

記入不可能

追加・
変更に
ついて

令和8年1月6日島根県東部を震源とする地震により被害を受けた住宅所有者等を対象に支援を行う。

参考
資料

※任意

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

【負担金】 260,729千円
　西部広域行政管理組合負担金

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

45 消防費 5 消防費 1 常備消防費

事業名 272 常備消防費（一般）

総合計画の位置づけ 26　みんなが地域に気を配り「もしも」に備えよう
所信表明「五本柱」の位置づけ ４．安心で快適なまちづくり

根拠法令・
要綱等 地方自治法第284条第1項

個別計画

事業
概要

西部広域行政管理組合への負担金（消防費）

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

区分

事業費 262,681 260,729 △ 1,952

国庫支出金 0 0 0

県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 262,681 260,729 △ 1,952

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

45 消防費 5 消防費 1 常備消防費

事業名 272 常備消防費（一般）

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
西部広域行政管理組合 鳥取県西部圏域の2市6町1村により組織された特別地方公共

団体で、経済的、事務的効率の観点から各市町村が単独で行
うより広域的に処理することが適当と思われる事務を行う。

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

記入不可能

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

記入不可能

追加・
変更に
ついて

参考
資料

※任意

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

45 消防費 5 消防費 2 非常備消防費

事業名 273 非常備消防費（一般）

総合計画の位置づけ 26　みんなが地域に気を配り「もしも」に備えよう
所信表明「五本柱」の位置づけ ４．安心で快適なまちづくり

根拠法令・
要綱等 大山町消防団条例・規則

個別計画

事業
概要

消防団の活動に要する経費（報酬・各種手当・資機材整備訓練活動等）
町民の生命、身体及び財産を風水害、火災及び地震災害などから守る大山町消防団の装備等の維持管
理を行う。
団員数　147名（うち役場分団25名）＋新規団員（見込み）3名　定員数　171名
消防ポンプ車　9台、消防小型ポンプ車　2台、事務局消防車　1台

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

消防団員報酬 8,421 千円 消防団員福祉共済掛金 450 千円
操法大会出場奨励金 1,500 千円 市町村消防災害補償組合負担金 571 千円
費用弁償 6,092 千円 県消防協会負担金 306 千円
消耗品費 1,661 千円 西部消防協会負担金 194 千円
燃料費 234 千円 消防学校教育訓練負担金 50 千円
自動車修繕料（車検・点検費用） 1,596 千円 消防大会負担金 100 千円
通信運搬費 39 千円 消火栓維持管理負担金 3,000 千円
自動車手数料 11 千円
自動車保険料 279 千円
IP無線使用料 1,487 千円 分団運営費負担金 3,480 千円
消防用ホース等備品購入費 1,496 千円 自動車重量税 260 千円

区分

事業費 32,463 34,511 2,048 防災・危機管理対策市
町村交付金 1,400

国庫支出金 0 0 0

県支出金 1,400 1,400 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 31,063 33,111 2,048

消防団員退職報奨金支給
事業負担金

3,284 千円

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

45 消防費 5 消防費 2 非常備消防費

事業名 273 非常備消防費（一般）

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
消防団 事業概要のとおり。

安定的な消防団活動に寄与する。

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

火災出場件数 件 8 0 0 0 0

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

記入不可能

追加・
変更に
ついて

参考
資料

※任意

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

【消防施設費】 【テレビ視聴料】
　電気・水道・ガス代等
【建物等修繕料】 【大山第2分団公民館使用料】
　緊急修繕・シャッター修繕
【備品等修繕料】 【消防施設整備費補助金】
　緊急修繕 　17集落
【建物火災保険料】

【感震ブレーカー設置事業】
【用地借用料】 　工事あり2件、工事なし2件

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

45 消防費 5 消防費 3 消防施設費

事業名 275 消防施設費（一般）

総合計画の位置づけ 26　みんなが地域に気を配り「もしも」に備えよう
所信表明「五本柱」の位置づけ ４．安心で快適なまちづくり

根拠法令・
要綱等

大山町消防団条例・規則
大山町消防施設整備費補助金交付要綱

個別計画

事業
概要

消防水利施設（消火栓、防火水槽等）と消防団拠点施設（屯所、消防ポンプ自動車車庫）の維持管
理経費。防火水槽や消防ポンプ車庫等を維持していくため、修繕等を行う。

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

1/2
(           )

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

540 千円 24 千円

150 千円 6 千円

150 千円 1,255 千円

56 千円
108 千円

76 千円

区分

事業費 2,158 2,365 207 感震ブレーカー設置事業
補助金 54

国庫支出金 0 0 0

県支出金 135 54 △ 81

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 2,023 2,311 288

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

45 消防費 5 消防費 3 消防施設費

事業名 275 消防施設費（一般）

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
消防団
集落
町民

事業概要のとおり

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

消防施設整備費補助件数 件 22 20 20 20 20

感震ブレーカー設置事業件数 件 2 5 5 5 5

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

追加・
変更に
ついて

参考
資料

※任意

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

消耗品費
　水防対策用対候性土のう袋　44千円
光熱水費
　水防倉庫　82千円
保険料
　水防倉庫　19千円

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

45 消防費 5 消防費 4 水防費

事業名 277 水防費（一般）

総合計画の位置づけ 26　みんなが地域に気を配り「もしも」に備えよう
所信表明「五本柱」の位置づけ ４．安心で快適なまちづくり

根拠法令・
要綱等 －

個別計画 大山町地域防災計画

事業
概要

水防業務に係る資材整備及び水防倉庫の維持管理

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

区分

事業費 167 145 △ 22

国庫支出金 0 0 0

県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 167 145 △ 22

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

45 消防費 5 消防費 4 水防費

事業名 277 水防費（一般）

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
町民 町内における洪水又は高潮に際し、水害を警戒し、防御し、これ

による被害を軽減するとともに、人命及び財産の保護を図る。

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

土のう袋購入 袋 600 600 400 400 400

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

土のうストック数 袋 800 1200 1400 1600 1800

追加・
変更に
ついて

参考
資料

※任意

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

職員手当
　時間外手当、管理職員特別勤務手当　450千円
消耗品費
　連携備蓄品、既存備蓄品更新、職員防災活動服
　890千円
手数料
　災害用毛布等クリーニング代　30千円
委託料
　J-ALERT保守委託業務　517千円
　防災マップ更新業務委託料　9,680千円

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

45 消防費 5 消防費 5 防災対策費

事業名 746 防災対策費（一般）

総合計画の位置づけ 26　みんなが地域に気を配り「もしも」に備えよう
所信表明「五本柱」の位置づけ ４．安心で快適なまちづくり

根拠法令・
要綱等 －

個別計画 －

事業
概要

・防災及び災害発生時の業務に係る職員人件費
・防災備蓄品等の整備
・J-ALERT保守委託
・防災マップの更新

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

区分

事業費 3,087 11,567 8,480 防災・危機管理対策交
付金 3,000

国庫支出金 0 0 0 自動販売機販売手数料 452

県支出金 0 3,000 3,000

地方債 0 0 0

その他 702 452 △ 250

一般財源 2,385 8,115 5,730

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

45 消防費 5 消防費 5 防災対策費

事業名 746 防災対策費（一般）

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
・防災及び災害発生時の業務に係る職員
・防災マップ利用者

災害はいつやってくるか分からないため、備蓄品の整備、災害対
策関連事業等を行い、もしもの時に備える。

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

防災マップの更新 回 - - 1 - -

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

防災マップの発行 冊 - - 6,000 - -

追加・
変更に
ついて

・防災マップの更新

参考
資料

※任意

【防災マップ】
・前回は令和元年度に更新
・鳥取県の中小河川浸水想定区域図が令和７年度中に見直されることに伴い更新する。

事業の
対象と
目的

活
動
指
標

成
果
指
標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

消耗品費
　防災訓練用消耗品（アルファ化米等）　175千円
負担金
　防災訓練災害補償等共済金　15千円

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

45 消防費 5 消防費 5 防災対策費

事業名 747 防災訓練事業

総合計画の位置づけ 26　みんなが地域に気を配り「もしも」に備えよう
所信表明「五本柱」の位置づけ ４．安心で快適なまちづくり

根拠法令・
要綱等 －

個別計画 大山町地域防災計画

事業
概要

町総合防災訓練の実施に要する経費

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

区分

事業費 15 190 175

国庫支出金 0 0 0

県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 15 190 175

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

45 消防費 5 消防費 5 防災対策費

事業名 747 防災訓練事業

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
防災訓練参加者 町及び防災関係機関の災害発生時からの応急対策活動の検

証と町民に対する防災意識の高揚を図ることを目的としている。

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

町総合防災訓練 回 1 1 1 1 1

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

訓練参加集落 集落 20 15 20 25 30

訓練参加者数（町民） 人 500 200 500 550 600

追加・
変更に
ついて

参考
資料

※任意

【訓練実績】
（令和５年度）10/22㈰
　　災害想定：地震・津波
　　訓練内容：災害対策本部運営訓練、情報伝達訓練、避難訓練等
　　参加集落：20集落
　　参加者数：約500人
（令和６年度）10/14㈪(祝)
　　災害想定：地震・津波
　　訓練内容：情報伝達訓練、避難訓練、土のう作成訓練等
　　参加集落：20集落
　　参加者数：約500人
（令和７年度）10/18㈯
　　災害想定：土砂災害及び河川氾濫
　　訓練内容：災害対策本部運営訓練、情報伝達訓練、避難訓練、避難所運営訓練、炊き出し訓練等
　　参加集落：15集落
　　参加者数：約200人
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目的
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標



（提案理由　及び　議案概要）
款 項 目

令和８年度当初予算について

（単位　千円）

地域防災力を向上させるため、地域防災の主体 【補助金】
となる自主防災会等への消防・防災活動に対し 　自主防災組織育成補助金
支援する。

1 自主防災計画等の作成
2 自主防災計画に基づいた防災訓練等の実施、

防災研修のための取り組み

自主防災組織の現状
　組織数 　115組織
　対象集落 　122集落/164集落
　組織率 　74.4％

令和８年第２回定例会　議案説明資料
担当課 総務課

議案番号 23 令和８年度大山町一般会計予算

45 消防費 5 消防費 5 防災対策費

事業名 749 自主防災組織育成事業

総合計画の位置づけ 26　みんなが地域に気を配り「もしも」に備えよう
所信表明「五本柱」の位置づけ ４．安心で快適なまちづくり

根拠法令・
要綱等 大山町自主防災組織育成事業補助金交付要綱

個別計画

事業
概要

地域防災力を向上させるため、地域防災の主体となる自主防災会等への消防・防災活動に対し支援する。

令和7年度 令和８年度 比較 令和８年度財源内訳の詳細
① ② ②-① 説明名称 充当額 補助・充当率等

100%
(  70% )

(           )

(           )

(           )

(           )

(           )
※補助・充当率等の（　）欄は交付税率

3,387 千円

区分

事業費 3,387 3,387 0 過疎債（ソフト事業
分） 3,300

国庫支出金 0 0 0

県支出金 0 0 0

地方債 3,300 3,300 0

その他 0 0 0

一般財源 87 87 0

財
源
内
訳

事業費
の内訳



款 項 目

担当課 総務課
令和８年度大山町一般会計予算

45 消防費 5 消防費 5 防災対策費

事業名 749 自主防災組織育成事業

対象（誰を対象にしているか） 目的（何のために）
自主防災組織または集落 既設の自主防災組織の活性化を図る。

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

自主防災組織の設置数 組織 122 124 124 124 124

項目 単位 R6
実績

R7
目標

R8
目標

R9
目標

R10
目標

自主防災組織の組織率 ％ 73.5 75 75 75 75

追加・
変更に
ついて

参考
資料

※任意

事業の
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